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奥尻町移住定住促進住宅整備事業 特定事業の選定 

 

 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号）第

７条の規定に基づき、奥尻町移住定住促進住宅整備事業を特定事業として選定したので、同法第

11条第１項の規定により、特定事業の選定における客観的評価の結果を次のとおり公表する。 

 

令和８年４月１日 

 

奥尻町長 新村 卓実 
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1.  事業概要 

 

1.1.  事業名 

奥尻町移住定住促進事業（以下「本事業」という。） 

 

1.2.  事業に供される公共施設の種類 

奥尻町移住定住促進住宅（以下「本施設」という。） 

 

1.3.  公共施設等の管理者の名称 

奥尻町長 新村 卓実 

 

1.4.  事業の目的 

奥尻町（以下「町」という。）では、「第 6 期奥尻町発展計画」に基づき、「民間資金等の活用

による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号、以下「PFI 法」とい

う。）」を活用し、奥尻町移住定住促進住宅を 30 戸（１DK：22 戸、２DK：８戸）建設し、町内

の居住環境を整備することにより、町外からの町内居住促進を図る。また、政府の提唱する「ロ

ーカル PFI」の主旨に沿った事業とすることとし、民間の技術的・経営的ノウハウを活用した質

の高いサービスの導入や町の財政支出の平準化を図ることや、ＳＤＧｓの視点に立った再生可能

エネルギーの導入などの環境面への配慮を行い、奥尻町内の地域経済・社会により多くのメリッ

トをもたらすことを目的として実施する。 

 

(1)  良質なサービスの提供及びコストの縮減 

本事業の実施に当たっては、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用した効率的かつ

効果的な設計、工事監理、建設、維持管理及び運営業務を行うことにより、町に住むことの

魅力を感じることができる良質な住環境・生活環境サービス提供を図ることとする。 

また、その後の町の維持管理及び運営を含むライフサイクルコストの縮減が図られるもの

とする。 

 

(2)  周辺環境との調和 

本事業は周辺施設等とあわせ、町の活性化に資する移住定住促進対策としての整備が期待

される。 

本事業にあたっては、建築の意匠や外構の整備等において、その目的を十分に理解の上、

周辺環境と調和した整備を図るものとする。 

 

(3)  地域経済の活性化 

本事業の実施に当たっては、地域の民間事業者等の参入、道内資源の活用等による地域経

済への貢献がなされるよう配慮するものとする。 

 

(4)  地域交流の促進 

移住定住者が安心して過ごせる空間、豊かな暮らしを支えるコミュニティ機能として、既
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存住民との交流を図ることができ、「居心地の良い我が家」としての居場所を創り出すものと

する。 

1.5.  事業の概要 

(1)  設計業務 

ア. 事前調査等業務 

イ. 設計業務 

ウ. 申請等業務 

 

(2)  工事監理業務 

ア. 工事監理業務 

 

(3)  建設業務 

ア. 建設業務 

イ. 什器備品設置業務 

ウ. 引渡し業務 

エ. 申請業務等 

 

(4)  維持管理業務 

ア. 建築物保守管理業務 

イ. 建築設備保守管理業務 

ウ. 外構等維持管理業務 

エ. 駐車場管理業務 

オ. 環境衛生・清掃業務 

カ. 修繕業務 

キ. その他上記の業務を実施する上で必要な関連業務 

 

(5)  運営業務 

ア. 入居者募集業務 

イ. 入居者対応業務 

ウ. 家賃徴収等業務 

エ. 明渡し対応業務 

 

1.6.  事業内容 

(1)  施設概要 

ア. 事業用地 奥尻郡奥尻町字奥尻 37-2、37-4、40-2、40-4、40-7､40-8 

イ. 敷地面積 4,143.96 ㎡ 

ウ. 建設戸数 30 戸（1DK：22 戸、2DK：8 戸） 

 

(2)  事業方式 

PFI 法に基づき、町と事業契約を締結した事業者が、町所有の土地に事業者自らが本件施
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設を設計及び建設し、完工後は町に本件施設等の所有権を移転し、事業者が所有権移転後の

事業期間中に係る本件施設等の維持管理業務及び運営等業務を実施する BTO（Build Transfer 

Operate）方式とする。また、内閣府「PPP/PFI 推進アクションプラン（令和７年改訂版）」に

おける「ローカル PFI」に沿うものとする。 

 

(3)  事業期間 

事業スケジュールは、「設計・建設期間（住宅）」までに住宅 30 戸を建設し、「設計・建設

期間（外構）」までに外構を整備するなど、概ね以下を想定している。 

 

項目 期間 

契約締結 令和８年６月 

設計・建設期間（住宅） 令和８年７月～令和９年９月（１年３ヵ月） 

設計・建設期間（外構） 令和８年７月～令和９年１２月（１年６ヵ月） 

所有権移転（住宅） 令和９年９月 

供用開始予定日（住宅） 令和９年９月 

所有権移転（外構） 令和９年１２月 

供用開始予定日（外構） 令和９年１２月 

維持管理・運営期間 令和９年９月～令和２９年８月（２０年間） 
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2.  本事業を町自らが実施する場合と PFI方式により事業者が実施する場合の評価 

 

2.1.  特定事業の選定基準 

本事業を PFI法に基づく事業（以下「PFI事業」という。）として実施することにより、事業期

間全体を通じた町の財政負担の縮減が期待できること及び町の財政負担が同一の水準にある場合

において公共サービスの水準の向上が期待できることを選定の基準とした。 

 

2.2.  評価の方法 

(1)  定量的評価 

町の財政負担見込額の算定にあたっては、本事業を実施する事業者からの税収その他の収

入等の適切な調整を行い、将来の費用と見込まれる財政負担の総額を算出のうえ、これを現

在価値に換算することにより定量的な評価を行った。 

 

(2)  定性的評価 

上記の定量的評価に加えて、本事業を PFI 事業として実施する場合における公共サービス

の水準について、定性的な評価を行った。 

 

2.3.  定量的評価（町財政負担額の縮減） 

(1)  算定にあたっての前提条件 

本事業において、町自らが実施する場合及び PFI 事業として実施する場合の財政負担額を

比較して定量的評価を行うにあたり、その前提条件を次のとおり設定した。 

なお、これらの前提条件は、町が独自に設定したものであり、実際の事業者からの提案内

容を制約するものではなく、また一致するものでもない。 

 

項目 町自らが実施する場合 PFI事業として実施する場合 

財政負担額の 

主な内訳 

①設計費 

②工事監理費 

③建設費 

④維持管理費 

⑤運営費 

①設計費 

②工事監理費 

③建設費 

④維持管理費 

⑤運営費 

⑥SPC管理運営費 

⑦アドバイザー費 

⑧公租公課 

共通の条件 ①事業期間 21年 3ヵ月（設計・建設期間１年 3ヵ月、維持管理・運営期間 20年） 

②敷地面積 4,143.96㎡ 

③割引率  3.066% 

資金調達に 

関する事項 

①国庫補助金 

②起債（過疎対策事業債） 

・起債充当率 75％ 

・償還年数 25年 

③一般財源 

①国庫補助金 

②起債（過疎対策事業債） 

・起債充当率 75％ 

・償還年数 25年 

③市中銀行借入 

・償還年数 20年 

・固定金利 

④資本金 

⑤一般財源 

積算方法 概略の施設計画を策定し、同規模･同用途の

事業における実績値等を勘案して算定 

町が直接実施する場合に比べ、一定割合の縮

減が実現するものとして設定 
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(2)  算定結果 

上記「表 町の財政負担額算定の前提条件」に基づく町の財政負担額について、町が自ら

実施する場合と PFI 事業として実施する場合を比較した結果、4.1%程度の財政負担額の削減

効果が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4.  定性的評価（公共サービスの水準の向上） 

本事業を PFI 事業により実施する場合、性能発注とすることにより、必要なサービス水準以上

であれば、それを提供する上での手法（仕様）は問わないため、事業者が自ら得意な分野の技術

などを最大限活用した提案が可能となり、より質の高い公共サービスを提供することができる。 

また、金融機関が運営状況についてモニタリングを実施することにより、一層の事業の安定性

や監視機能の向上が図られることが期待できる。 

さらに、PFI 方式では施設整備と維持管理・運営を一括で契約することにより、維持管理・運

営を考慮した施設整備が可能となり、供用開始時からのスムーズな運営がなされることも期待で

きる。 

 

2.5.  総合的評価 

上記の定量的評価及び定性的評価の結果から、本事業を PFI 事業として実施することにより、

町が直接実施する場合に比べ、事業期間全体を通じた町の財政負担額を 4.1%程度縮減すること

が期待できるとともに、公共サービスの水準の向上を期待することができるため、本事業を PFI

事業として実施することが適当と評価する。 

 

 

＜従来方式＞ 

契約金額 

＜PFI方式＞ 

VFMイメージ図 

入札による減額 

VFM（4.1%） 

契約金額 

入札による減額 

設計金額 
契約金額 

設計金額 

契約金額 

町負担総額 

町負担総額 


